
 

 
 

1 

令和５年５月１１日判決言渡  

令和４年（行コ）第１６１号 裁決取消等 差押処分取消請求控訴事件（原審・大阪

地方裁判所令和４年（行ウ）第１８号、第７６号） 

 

主        文 

１ 原判決主文第２項中、Ａ市長が令和３年５月１９日付けでした差押処分（ただ

し、差し押さえられた預金債権３８万６８００円のうち１７万９７００円の部分）

の取消請求を棄却した部分及びＡ市長が令和４年１月２８日に控訴人に対して

した裁決の取消請求を棄却した部分を取り消し、同請求に係る訴えをいずれも却

下する。 

２ 上記取消部分を除き、本件控訴を棄却する。 

３ 訴訟費用は第１、２審とも控訴人の負担とする。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 控訴の趣旨 

１ 原判決を取り消す。 

２ Ａ市長が令和３年５月１９日付けで控訴人の預金債権に対してした差押処分

（管理番号第５０３００４４０号）を取り消す。 

３ Ａ市長が令和４年１月２８日に控訴人に対してした裁決（○第○号）を取り消

す。 

４ 被控訴人は、控訴人に対し、１７万９６９９円及びこれに対する令和３年５月

１９日から支払済みまで年５分（年３６５日の日割計算）の割合による金員を支

払え。 

５ 訴訟費用は第１、２審とも被控訴人の負担とする。 

第２ 事案の概要 

１ 本件は、控訴人が、大阪府（住所省略）の土地及び建物（以下「本件土地等」

という。）の固定資産税及び都市計画税（以下「固定資産税等」という。）に
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つき、Ａ市長から、令和３年５月１９日付けで控訴人の預金債権に対する差押

処分（以下「本件差押処分」という。）を受け、これを不服として審査請求を

したが、既に取立て済みであるなどとしてこれを却下する旨の裁決（以下「本

件却下裁決」という。）を受けたため、平成２３年度分から平成２７年度分ま

での本件土地等に係る固定資産税等（合計１７万９７００円。以下「本件固定

資産税等」という。）は５年の時効により消滅しており、本件差押処分及び本

件却下裁決は違法であるなどと主張して、被控訴人を相手に、①本件差押処分

の取消し及び②本件却下裁決の取消しを求めるとともに、被控訴人に対し、③

国家賠償法１条１項に基づき、本件固定資産税等のうち１７万９６９９円及び

これに対する令和３年５月１９日（本件差押処分時）から支払済みまで年５分

（年３６５日の日割計算）の割合による遅延損害金の支払を求める事案である。 

  原審は、①控訴人の預金債権３８万６８００円を差し押さえた本件差押処分

のうち、被控訴人が取り立てた部分（１７万９７００円）を超える部分の取消し

を求める訴えについては、訴えの利益を欠くとして却下し、上記取立部分の取消

しを求める訴えについては、訴えの利益があるとした上で、請求を棄却し、上記

②及び③については、いずれも請求を棄却したので、これを不服とする控訴人が

控訴した。 

２ 関係法令等の定め、前提事実、争点及び争点に関する当事者の主張は、次の

３のとおり当審における当事者の補充主張を加えるほかは、原判決「事実及び理

由」欄の第２の１ないし４記載のとおりであるから、これを引用する。ただし、

原判決を次のとおり補正する。 

 ⑴ 原判決４頁１６行目の「３」を「４」と改める。 

⑵ 原判決７頁４行目及び５行目の「本件裁決」をいずれも「本件却下裁決」と

改める。 

３ 当審における当事者の補充主張 

 （控訴人の主張） 
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⑴ 控訴人は、本件差押処分により、信用調査機関のブラックリストに載り、カ

ードが停止になったもので、本件には、信用を回復するという利益がある。 

⑵ 控訴人は、被控訴人の担当者から、平成２８年１月２８日付けの本件納税通

知書の発送をしたこと、同年４月２５日に本件督促状の発送をしたことにより

時効の中断が発生し、令和３年４月１９日に本件差押予告書を送付したことに

より６か月以内に手続をすれば時効が延長されることの説明を受けたが、賦課

決定の説明はなく、賦課決定通知書なる表題の郵便も受け取っていない。 

⑶ 賦課権の行使により賦課権の除斥期間が発生する。平成２８年１月２８日付

の本件納税通知書（納期期限同年３月３１日）が賦課決定の通知であるならば、

令和３年３月３１日で賦課決定の除斥期間（５年）は終了するから、同年５月

１９日にされた本件差押処分は違法である。また、平成２８年４月２５日にさ

れた本件督促状を賦課決定の通知であるとしても、令和３年５月１９日にされ

た本件差押処分は違法である。 

（被控訴人の主張） 

 ⑴ 原判決は、本件差押処分のうち本件取立部分の取消しを求める訴えの利益

があると判示しているが、誤りであり、本件差押処分の取消請求は、訴えの利

益を欠く。  

⑵ 控訴人が被控訴人担当者から説明を受けたと主張する内容は、控訴理由と

なるものではない。 

 ⑶ 控訴人の主張は、賦課権の除斥期間と徴収権の消滅時効を混同しているも

のと思われ、控訴人の主張には理由がない。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 認定事実 

原判決「事実及び理由」欄の第３の１に記載のとおりであるから、これを引

用する。ただし、原判決を次のとおり補正する。なお、補正して引用した原判

決の認定事実を「補正後認定事実」という。 
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 ⑴ 原判決７頁２２行目の「前記前提となる事実」を「前記前提事実」と改める。 

 ⑵ 原判決８頁１４行目の「本件納税通知書を送付した。」を「本件納税通知書

（書面には、「賦課決定をしましたので通知します。」と記載され、課税明細

等が記載されるとともに、納付を求める内容となっている。）を送付し、控訴

人はこれを受領した。」と、１７行目の「発した。」を「発し、控訴人はこれ

を受領した。」といずれも改める。 

 ２ 争点１（本件差押処分の取消しを求める訴えの利益の有無）について 

  ⑴ 行政事件訴訟法９条１項は、処分の取消しの訴え及び裁決の取消しの訴え

は、当該処分又は裁決の取消しを求めるにつき法律上の利益を有する者（処分

又は裁決の効果が期間の経過その他の理由によりなくなった後においてもな

お処分又は裁決の取消しによって回復すべき法律上の利益を有する者を含

む。）に限り、提起することができる旨規定する。本件では、補正後認定事実

⑻のとおり、Ａ市長が、本件差押処分後の令和３年１１月１５日、本件預金債

権のうち１７万９７００円を取り立て、その余の２０万７１００円について

本件差押処分を解除したことが認められることから、本件差押処分の取消し

を求める訴えの利益の有無が問題となる。 

⑵ この点、地方税法３７３条７項は、固定資産税に係る地方団体の徴収金の滞

納処分については、国税徴収法に規定する滞納処分の例によることとされ（都

市計画税については、地方税法７０２条の８第１項により、固定資産税の規定

が準用されている。）、具体的には、債権の差押えは、第三債務者に対する債権

差押通知書の送達により行われ、その送達時に差押えの効力（弁済禁止効・処

分禁止効）が生じ、徴収職員は、差し押さえた債権の取立てをすることができ、

金銭を取り立てたときは、その限度において、滞納者から差押えに係る固定資

産税等を徴収したものとみなすこととされている（国税徴収法６２条１項な

いし３項、６７条１項、３項）。これらの規定に鑑みれば、債権差押処分は、

差し押さえた債権の取立てを行うことにより、その目的を達し、その法的効果
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が消滅するものと解される。そして、その後、債権差押処分が取り消されたと

しても、差し押さえられた債権が復活すると解すべき規定や根拠はなく、債権

差押処分がされたことを理由として滞納者に不利益を課す法律上の規定も存

在しない（なお、債権差押処分の効果は、上記のとおりであって、これを超え

て、課税主体に対し、滞納者との関係において、取立てにより税を徴収したも

のとみなされた金員を保持する権限を与えるものではないと解されるから、

債権差押処分が違法であると主張する者は、債権差押処分の取消しを要する

ことなく、直接に不当利得返還請求又は国家賠償請求を行うことができると

解される。）。 

そうすると、取立てにより債権差押処分の効果がなくなった後においては、

債権差押処分の取消しによって回復すべき法律上の利益は存在しないものと

いうべきである。 

また、差押処分の解除（国税徴収法７９条）は、差押処分による効果を将来

に向かって失わせるものであるから、同様に、差押処分の効果が消滅した後に

おいてもその取消しによって回復すべき法律上の利益は存在しないものとい

える。 

 ⑶ これに対し、控訴人は、本件差押処分により、信用調査機関のブラックリス

トに載り、カードが停止になったもので、本件には、信用を回復するという利

益があると主張する。 

   しかしながら、控訴人が主張する利益は、処分の法的効果によるものとみる

ことは困難であり、事実上の効果にすぎないものであるから、採用できない。 

 ⑷ したがって、控訴人が取消しを求める本件差押処分は、その後の取立て及び

解除により、取消しを求める訴えの利益が失われたもので、本件訴えのうち、

本件差押処分の取消しを求める部分は、訴えの利益を欠き、不適法である。 

３ 争点２（本件却下裁決の取消しを求める訴えの利益の有無）について 

審査請求は、原処分が違法又は不当であるとしてその取消しを求めるもので
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あるから、裁決の取消しを求める訴えの目的も、究極的には原処分の取消しを求

めることにあると解される。 

そうすると、原処分を取り消すことについての訴えの利益が失われた場合に

は、裁決の取消しを求める訴えの利益も失われたものと解され、本件の場合にお

いては、控訴人が取消しを求める本件差押処分は、その後の取立て及び解除によ

り、取消しを求める訴えの利益が失われたことは前記のとおりであるから、これ

により、本件却下裁決の取消しを求める訴えの利益も失われたものと解される。 

したがって、本件訴えのうち、本件却下裁決の取消しを求める部分は、訴えの

利益を欠き、不適法である（以上の次第で、争点４の判断の要をみない。）。 

４ 争点３（本件差押処分の適法性・本件固定資産税等の消滅時効等の成否）に

ついて 

 ⑴ 原判決「事実及び理由」欄の第３の４記載のとおりであるから、これを引用

する。なお、本件固定資産税等については、当初、亡Ｂに宛てて納税通知書が

送付されているが、これは控訴人を納税義務者とするものではないから（補

正後認定事実⑴）、これをもって、控訴人を納税義務者とする本件納税通知書

が「最初に行われた納付又は納入の告知」にあたるとの判断が左右されるこ

とはない。 

 ⑵ 控訴人の補充主張について 

ア 控訴人は、被控訴人の担当者から、賦課決定をしたとの説明がなかったこ

とや賦課決定通知書を受け取っていないことなどを主張する。 

しかしながら、前記⑴において引用した法令の適用関係は、事後に被控訴

人担当者が控訴人にいかなる説明をしたかによって左右されるものではな

い。また、本件納税通知書には本件賦課決定がされたことが記載されており、

これを控訴人は受領しているのであるから（補正後認定事実⑵）、賦課決定

の通知書が納税者に到達したものと認めることができる。 

イ また、控訴人は、賦課決定ないしその通知から５年の除斥期間内に差押処
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分がされなければならない旨の主張をするが、地方税法が定めているのは、

法定納期限の翌日から起算して５年を経過する日までに賦課決定をするこ

とであって（１７条の５第５項）、賦課決定ないしその通知から５年間の除

斥期間を定めた規定は存在しない。 

ウ そうすると、控訴人の主張はいずれも採用できない。 

５ 争点５（国家賠償法上の違法性等）について 

原判決「事実及び理由」欄の第３の６記載のとおりであるから、これを引用す

る。 

６ 結語 

  以上の次第で、本件訴えのうち、本件差押処分及び本件却下裁決の各取消し

を求める訴えはいずれも不適法であるからこれを却下し、国家賠償請求は理由

がないからこれを棄却すべきである。以上と異なる原判決は一部失当である。 

よって、原判決中、本件差押処分の本件取立部分につき取消請求を棄却した

部分及び本件却下裁決の取消請求を棄却した部分を取り消し、同請求に係る訴

えを却下し、その取消部分を除き、控訴人の控訴は理由がないからこれを棄却

することとして、民事訴訟法６７条２項及び６４条を適用して、主文のとおり

判決する。 

    大阪高等裁判所第４民事部 

 

        裁判長裁判官      水  野  有  子 

 

 

 

           裁判官      遠  藤  俊  郎 
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      裁判官      大  野  祐  輔 

 


